
富山県賃上げ・人材確保等に関する調査結果の概要

（令和６年度）

2024年11月22日（金）

富山県商工労働部労働政策課

■調査概要

■調査結果の主な内容

１．賃上げの状況について

２．人材確保の状況について

３．賃上げ・人材確保に関する取組みについて

参考資料 ３



【回答企業の属性】

〇業種

■調査概要

（１）調査目的：富山県内企業の賃上げや人材確保等の取組みの現状や課題について把握するため。

（２）調査対象：富山県内に本社（本店）を有する企業（従業員10人以上） 4,509社

（３）調査期間：令和６年８月28日 ～ 9月20日

（４）調査方法：調査はがきを郵送（WEB回答）

（５）回 答 数：1,768社（回答率：39.2％）

※回答結果の割合(％)は小数点以下第二位を四捨五入して表示しているため、合計値が合わない場合がある。

※複数回答の設問の集計結果について、「無回答」はグラフから省略している。

〇企業規模

１

19.1 25.3
0.4
1.6 6.0 11.0

1.3

0.5

1.9 8.3 16.1 8.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

建設業 製造業 電気・ガス・水道業 情報通信業 運輸業 卸売、小売業 金融、保険業 不動産業 飲食店・宿泊業 サービス業 医療、福祉 その他

56.5 30.1 10.3 3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

～30人 31～100人 101～300人 300人以上



２

１．賃上げの状況について
賃上げの状況（正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計、業種別集計、業績別集計）

（企業規模別）

（業種別）

（全体集計）

（業績別）

89.8

89.9

87.7

91.4

94.0

98.1

87.6

93.5

100.0

85.7

82.1

90.2

87.0

100.0

76.5

87.8

92.3

88.8

92.9

91.6

84.1

92.5

91.1

86.4

92.6

83.3

10.2

10.1

12.3

8.6

6.0

1.9

12.4

6.5

14.3

17.9

9.8

13.0

23.5

12.2

7.7

11.2

7.1

8.4

15.9

7.5

8.9

13.7

7.4

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

令和５年度調査 N=1659

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

売上増収 N= 588

売上横ばい N= 646

売上減収 N= 534

収益増益 N= 506

収益横ばい N= 610

収益減益 N= 652

増収・増益 N= 421

減収・減益 N= 448

賃上げを実施する 賃上げを実施しない



74.2

67.1

69.7

78.7

78.9

76.9

81.0

20.0

64.7

54.9

69.7

78.9

75.0

79.4

66.1

85.9

78.2

74.2

74.8

77.0

70.0

75.7

76.4

71.0

75.9

69.1

25.8

32.9

30.3

21.3

21.1

23.1

19.0

80.0

35.3

45.1

30.3

21.1

25.0

20.6

33.9

14.1

21.8

25.8

25.2

23.0

30.0

24.3

23.6

29.0

24.1

30.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1267

令和５年度調査 N=1267

～30人 N= 627

31～100人 N= 422

101～300人 N= 166

301人以上 N= 52

製造業 N= 311

電気・ガス・水道業 N= 5

情報通信業 N= 17

運輸業 N= 71

卸売、小売業 N= 145

金融、保険業 N= 19

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 121

医療、福祉 N= 276

その他 N= 119

全体 N= 1267

売上増収 N= 408

売上横ばい N= 482

売上減収 N= 377

収益増益 N= 350

収益横ばい N= 445

収益減益 N= 472

増収・増益 N= 295

減収・減益 N= 320

賃上げを実施する 賃上げを実施しない
３

１．賃上げの状況について
賃上げの状況（非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計、業種別集計、業績別集計）

（企業規模別）

（業種別）

（全体集計）

（業績別）



7.1

8.9

12.6

20.6

22.2

27.7

21.7

25.2

22.4

20.6

16.4

15.6

17.1

18.6

14.0

14.5

13.7

10.7

15.7

13.5

15.6

11.9

18.8

9.4

1.9

1.5

0.7

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1587

令和５年度調査 N=1492

全体 N=940

令和５年度調査 N=850

１％未満 １％以上２％未満 ２％以上３％未満 ３％以上４％未満 ４％以上５％未満 ５％以上10％未満 10％以上

４

（正規雇用労働者）

（非正規雇用労働者）

※令和５年度調査は、賃上げを実施した回答のみを再集計

１．賃上げの状況について
賃上げ率の状況（全体集計）



59.2

58.6

20.0

8.8

2.1

62.8

62.6

19.7

16.8

3.1

74.3

59.1

16.4

25.7

6.4

86.8

66.0

22.6

52.8

13.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

～30人 N=876

31～100人 N=487

101～300人 N=171

301人以上 N=53

（企業規模別集計）

５

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

62.9

60.1

19.6

14.6

3.2

66.2

54.4

25.8

12.9

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給

ベースアップ

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

全体 N=1587

令和５年度調査 N=1492

（全体集計）



（全体集計）

（企業規模別集計）

６

１．賃上げの状況について
賃上げ方法（非正規雇用労働者、全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

67.3

33.9

9.8

3.2

5.0

66.9

30.4

9.9

5.4

8.1

70.2

29.0

10.7

3.1

8.4

62.5

47.5

10.0

-

22.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

～30人 N=437

31～100人 N=332

101～300人 N=131

301人以上 N=40

67.3

32.6

10.0

3.8

7.3

59.1

37.2

13.5

5.2

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ベースアップ

定期昇給

一時金（賞与など）の支給・増額

初任給引き上げ

その他

全体 N=940

令和５年度調査 N=850



７

１．賃上げの状況について
賃上げを実施した理由（全体集計）※複数回答可

69.6

52.2

47.4

30.2

23.9

21.1

12.9

4.8

5.1

70.1 

51.2 

43.1 

28.2 

22.1 

19.1 

14.1 

6.0 

5.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

従業員のモチベーション向上

物価上昇への対応

離職防止・定着

世間相場を考慮

政府の賃金引上げ要請への対応

人材の採用

業績が好調・改善

労使間交渉に対応

その他
全体 N=1616

令和５年度調査 N=1526



８

１．賃上げの状況について
賃上げを実施しない理由（全体集計）※複数回答可

37.6

25.4

20.9

17.7

16.2

9.7

5.5

2.5

12.7

49.6

25.6

25.6

19.5

10.5

6.0

8.3

3.8

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業績が不振・低迷

雇用維持を優先

価格転嫁ができていない

景気の不透明感

昨年までに十分実施済み

世間相場を考慮

設備投資を優先

内部留保を優先

その他 全体 N=402

令和５年度調査 N=133



（全体集計）

（企業規模別集計）

９

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（全体集計、企業規模別集計）

1.2

1.6

1.2

0.9

2.2

5.5

4.3

4.8

6.9

5.5

3.7

20.9

18.7

23.0

19.1

17.6

9.3

54.8

55.2

53.9

55.7

54.4

64.8

17.6

20.1

17.1

17.3

20.3

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

令和５年度調査 N=1659

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足



１０

２．人材確保の状況について
人材の過不足の状況（業種別集計）

0.6

1.1

1.9

0.5

3.4

1.1

2.0

2.1

8.5

14.3

7.1

0.9

7.7

4.3

25.0

6.1

5.6

3.3

12.7

21.7

28.6

17.9

16.0

27.8

17.4

25.0

17.6

16.3

29.9

19.7

59.2

57.0

28.6

64.3

56.6

51.5

73.9

50.0

67.6

50.3

44.7

58.6

25.4

11.6

28.6

10.7

24.5

12.4

4.3

14.7

23.8

18.7

16.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足



１１

【参考】令和５年度の人材の過不足の状況（業種別集計） ※令和５年度調査結果

1.3 

2.6 

16.7 

-

3.5 

0.5 

-

-

-

-

0.8 

2.6 

1.9 

6.7 

-

6.9 

1.8 

6.5 

-

-

5.7 

2.9 

3.3 

4.6 

8.1 

23.0 

16.7 

13.8 

15.8 

20.1 

21.1 

40.0 

11.4 

15.2 

22.7 

27.2 

63.9 

52.0 

33.3 

65.5 

53.5 

55.4 

63.2 

60.0 

42.9 

60.9 

53.7 

45.0 

24.8 

15.7 

33.3 

13.8 

25.4 

17.4 

15.8 

-

40.0 

21.0 

19.4 

20.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業 N=310

製造業 N=421

電気・ガス・水道業 N=6

情報通信業 N=29

運輸業 N=114

卸売、小売業 N=184

金融、保険業 N=19

不動産業 N=10

飲食店・宿泊業 N=35

サービス業 N=138

医療、福祉 N=242

その他 N=151

非常に過剰 やや過剰 適正 やや不足 非常に不足



61.4 

62.2 

70.9 

78.9 

66.3 

53.8 

62.3 

64.2 

71.6 

88.7 

57.4 

35.5 

68.0 

55.0 

67.0 

79.8 

55.2 

57.1 

66.7 

47.7 

55.3 

82.5 

55.8 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

～30人

31～100人

101～300人

300人以上

（企業規模別集計）

（全体集計）

１２

２．人材確保の状況について
正社員としての採用計画がある人材の採用が困難と回答した企業の割合（全体集計、企業規模別集計）※複数回答可

62.8(N=800)

60.9(N=737)

68.9(N=508)

82.4(N=489)

62.3(N=1378)

49.2(N=118)

64.4(N=842)

61.2(N=747)

70.9(N=571)

81.8(N=559)

66.4(N=1392)

53.2(N=109)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

高卒

短大卒・専門学校等卒

大卒・大学院卒（文系）

大卒・大学院卒（理系）

経験者（社会人）

その他

#REF!

#REF!

全体

令和５年度調査



21.7

14.8

27.8

35.2

44.4

23.4

36.7

14.3

10.7

3.8

12.9

25.0

20.6

14.3

19.4

15.1

11.8

10.5

12.0

17.6

14.8

7.7

18.8

10.7

7.5

9.8

4.3

20.6

14.3

8.8

9.9

66.5

74.7

60.2

47.3

40.7

68.9

44.5

85.7

78.6

88.7

77.3

95.7

75.0

58.8

71.4

71.8

75.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

受け入れている 現在は外国人材を受け入れていないが、過去に受け入れたことがある 受け入れていない(受け入れたことがない)

１３

２．人材確保の状況について
現在の外国人材の受入状況（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

（企業規模別集計）

（全体集計）

（業種別集計）



3.5

2.9

4.1

4.7

9.1

3.9

3.5

16.7

5.3

3.3

3.8

3.4

2.6

96.5

97.1

96.0

95.3

90.9

96.1

96.5

83.3

100.0

94.7

96.7

100.0

100.0

100.0

96.2

96.6

97.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1175

～30人 N= 746

31～100人 N= 321

101～300人 N= 86

301人以上 N= 22

建設業 N= 233

製造業 N= 199

電気・ガス・水道業 N= 6

情報通信業 N= 22

運輸業 N= 94

卸売、小売業 N= 150

金融、保険業 N= 22

不動産業 N= 6

飲食店・宿泊業 N= 20

サービス業 N= 105

医療、福祉 N= 204

その他 N= 114

ある ない

１４

２．人材確保の状況について
今後の外国人材の受入予定(過去に受け入れ経験のない企業)（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

（企業規模別集計）

（全体集計）

（業種別集計）



64.6

62.8

62.8

73.4

62.5

63.3

67.1

100.0

25.0

52.0

0.0

100.0

71.4

81.0

63.6

60.9

35.4

37.2

37.2

26.6

37.5

36.7

32.9

0.0

100.0

75.0

48.0

0.0

28.6

19.0

36.4

39.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=384

～30人 N= 148

31～100人 N= 148

101～300人 N= 64

301人以上 N= 24

建設業 N= 79

製造業 N= 164

電気・ガス・水道業 N= 1

情報通信業 N= 3

運輸業 N= 4

卸売、小売業 N= 25

金融、保険業 N= 0

不動産業 N= 2

飲食店・宿泊業 N= 7

サービス業 N= 21

医療、福祉 N= 55

その他 N= 23

ある ない

１５

２．人材確保の状況について
今後の外国人材の受入予定(現在受入中の企業)（全体集計、企業規模別集計、業種別集計）

（企業規模別集計）

（全体集計）

（業種別集計）



１６

２．人材確保の状況について
高年齢人材（65歳以上）の雇用状況(正規雇用・非正規雇用不問)

79.8

71.2

91.6

90.7

85.2

75.4

80.5

42.9

46.4

87.7

81.4

73.9

87.5

97.1

80.3

82.7

77.6

1.8

2.2

0.9

1.6

1.9

1.8

1.6

14.3

2.8

2.1

4.3

2.0

1.4

1.3

2.6

3.5

1.5

0.5

3.7

3.6

2.2

7.1

2.8

2.1

4.3

2.0

1.1

5.3

15.9

23.1

6.0

7.1

9.3

19.2

15.7

42.9

46.4

6.6

14.4

17.4

12.5

2.9

15.6

14.8

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 N=1768

～30人 N= 999

31～100人 N= 533

101～300人 N= 182

301人以上 N= 54

建設業 N= 338

製造業 N= 447

電気・ガス・水道業 N= 7

情報通信業 N= 28

運輸業 N= 106

卸売、小売業 N= 194

金融、保険業 N= 23

不動産業 N= 8

飲食店・宿泊業 N= 34

サービス業 N= 147

医療、福祉 N= 284

その他 N= 152

雇用している 雇用を予定している 雇用を検討している 雇用していない

（企業規模別集計）

（全体集計）

（業種別集計）



１７

２．人材確保の状況について
高年齢人材（65歳以上）に期待すること※複数回答可

72.3

43.6

42.2

22.0

19.1

7.4

4.7

3.2

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

豊富なスキルや経験の蓄積

高い専門性の発揮

後進の育成

経験に基づいた新たな視点の獲得

取引先や人脈の伝承

上司のサポート

新たな仕事へのチャレンジ

自律的なキャリア形成

その他

全体 N=1768



１８

２．人材確保の状況について
高年齢人材（65歳以上）の雇用にあたっての課題※複数回答可

60.1

22.3

14.5

12.6

8.7

7.4

4.6

3.3

2.4

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康上の配慮

報酬・処遇の適正化

就業規則等の社内ルール整備

他の従業員との人間関係

社内施設設備等の安全性確保、安全対策

上司によるマネジメントの難しさ

業務の切り出し

リスキリングの必要性

人材確保・活用の相談先がわからない

その他

全体 N=1768



１９

3．賃上げ・人材確保に関する取組みについて

企業が賃上げに向けて、今後強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可(３つまで)

38.0

33.7

21.3

20.2

8.5

7.8

1.6

38.5

33.4

20.9

21.2

8.5

7.9

1.7

32.9

36.2

25.7

10.5

7.9

6.6

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コスト削減・業務効率化

価格転嫁

販路の拡大

設備投資等による生産性向上

新規商品・サービスの開発

リスキリング等による従業員のスキルアップ

その他

全体 N=1768

賃上げを実施する N=1616

賃上げを実施しない N=152



２０

3．賃上げ・人材確保に関する取組みについて
企業が人材確保に向けて、今後強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可３つまで

44.9

30.9

13.9

9.1

7.6

6.6

3.9

2.4

45.6

32.0

13.6

9.2

7.6

6.7

3.9

2.5

37.5

19.1

16.4

8.6

7.9

5.9

3.9

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

社会人の採用を増やす

学生の採用を増やす

高年齢人材を活用する

外国人材を活用する

非正規社員を増やす

業務の外注化

副業・兼業人材を活用する

その他

全体 N=1768

賃上げを実施する N=1616

賃上げを実施しない N=152



２１

3．賃上げ・人材確保に関する取組みについて

企業が人材に選ばれる企業になるために、今後強化していく取組み（全体集計、賃上げ実施状況別集計）※複数回答可３つまで

44.3

34.6

18.1

11.4

11.1

8.3

6.0

4.4

2.7

1.9

45.3

35.0

18.3

11.9

11.2

8.5

6.2

4.8

2.5

1.9

33.6

30.3

15.8

6.6

10.5

5.9

3.9

0.7

5.3

2.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

賃金の引き上げ

快適な職場環境の整備

ワークライフバランスの推進

女性活躍に向けた取組の推進

柔軟な働き方の推進（フレックスタイム制、短

時間勤務、テレワーク等）

企業情報発信の強化

従業員のリスキリングの取組充実

非正規社員の処遇改善（正規社員化を含む）

従業員の副業・兼業の推進

その他

全体 N=1768

賃上げを実施する N=1616

賃上げを実施しない N=152


